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市民税・県民税・森林環境税　特別徴収義務者の指定について

　地方税法第321条の４第１項及び清須市税条例第45条第１項の規定により、貴殿を特別徴収義務者に指定させていただき

ます。特別徴収税額決定通知書等を同封しましたので、徴収及び納入についてよろしくお願い申し上げます。

　なお、同封しました「給与所得等に係る市・県民税・森林環境税　特別徴収税額決定通知書（納税義務者用）」を各納税

義務者（従業員）に交付してください。ただし、本人がすでに在職していない場合は、この綴にあります「給与支払報告

特別徴収に係る給与所得者異動届出書」（以下、「異動届」という。）に必要事項を記入の上、提出してください。

特別徴収義務者様
清須市長

１　特別徴収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　納税義務者（従業員）に賦課された市民税・県民税・森林環境税を、給与支払者が６月から翌年５月までの年12回に

　分けて、給与から差し引いて徴収し、翌月の10日までに納入していただく制度のことです。

　　ただし、年税額が均等割額・森林環境税額のみの方については、初回に全額徴収するよう算出しています。

２　特別徴収義務者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　特別徴収によって市民税・県民税・森林環境税を徴収し、納入する事業者のことを指します。市が通知した各納税義

　務者の市民税・県民税・森林環境税の月割額を毎月の給与を支払う際に徴収し、定められた期日までに納入する義務が

　あります。

３　特別徴収税額決定・変更通知書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

   (1)　特別徴収義務者用

　　　事業所用の税額通知書です。事業所全体と従業員個人の年税額と月割額が記載されています。事業所はこれに基づ

　　き月々の税額を徴収してください。



　　　「異動届」に記入する指定番号・宛名番号は本通知書の指定番号・宛名番号で確認できます。

　　　年度の途中で徴収する税額に変更があった場合は、変更した人のみを記載した税額変更通知書を送付します。変更

　　のない人は変更後の税額変更通知書に記載されないため、年度当初に送付した税額決定通知書は捨てずに１年間保管

　　してください。

   (2)　納税義務者用

　　　従業員用の税額決定・変更通知書です。１枚に３人分印刷されています。圧着式となっていますので、ミシン目で

　　切り取り、開かずに納税義務者本人にお渡しください。

　※　退職者・転勤者が含まれている場合は、「異動届」を提出してください。

４　特別徴収税額の徴収及び納入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　特別徴収義務者は、各納税義務者（従業員）の月割額を給与の支払いをする際に毎月徴収してください。

　　各納税義務者（従業員）から徴収した月割額の合計額を徴収すべき月の翌月10日（土曜日・日曜日・祝日の場合は、

　翌営業日）までに同封の納入書を用いて納入してください。

　　東海４県（愛知県、岐阜県、三重県、静岡県）以外の郵便局を利用する場合は、この綴にあります「指定通知書」を

　初回納入の際に、利用する郵便局の窓口へ提出してください。前年度利用の指定郵便局は、本年度も引き続き利用でき

　ますので、「指定通知書」の提出は不要です。

５　特別徴収税額の変更　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　従業員の所得金額や控除額（扶養控除や医療費控除等）の変更により、年度の途中で税額が変更される場合がありま

　す。変更された場合は、変更後の税額変更通知書（納税義務者用）を送付しますので、税額に変更のあった従業員に交

　付してください。

　　特別徴収義務者が徴収する月割額が変更された場合は、変更後の事業所全体の月割額と変更該当者のみを記載した税

　額変更通知書（特別徴収義務者用）を送付します。変更となった月以降は、変更された月割額を納入してください。

６　異動届　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　従業員に退職・休職・死亡・転勤等の異動があった場合は、異動があった月の翌月10日までに「異動届」を提出して

　ください。



７　未徴収税額の一括徴収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

   (1)　６月１日から12月31日までの間に退職等された場合、その退職者本人が特別徴収税額の未徴収税額を一括納付した

　　い旨の申し出があれば一括徴収し、納入してください。

   (2)　翌年１月１日から４月30日までの間の退職者等については、本人の希望にかかわらず、一括徴収が義務づけられて

　　います。

８　退職所得　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　退職所得に対する市民税・県民税は、所得税と同様に他の所得と区別して、退職手当等の支払者が税額を計算し、退

　職手当等の支払金額からその税額を徴収し、市に納入することとされています。「個人市民税・個人県民税・森林環境

　税納入書」の納入金額の退職所得分に算出税額を、裏面（納入申告書）に必要事項を記入の上、徴収した月の翌月10日

　までに納入してください。

　　税額の計算方法については市ホームページをご参照ください。

９　延滞金等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　特別徴収義務者が月割額を納期限（徴収した月の翌月10日）までに完納されないときは、納期限の翌日から納付の日

　までの期間の日数に応じ、年14.6パーセント（納期限の翌日から１月を経過する日までの期間については、年7.3パーセ

　ント）の割合（各年の延滞金特例基準割合（平均貸付割合（租税特別措置法第93条第２項に規定する平均貸付割合をい

　う。）に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下同じ。）が年7.3パーセントの割合に満たない場合には、そ

　の年中においては、年14.6パーセントの割合にあってはその年における延滞金特例基準割合に年7.3パーセントの割合を

　加算した割合とし、年7.3パーセントの割合にあっては、当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割

　合（当該加算した割合が年7.3パーセントの割合を超える場合には、年7.3パーセントの割合）とします。）を乗じて計

　算した金額の延滞金を徴収します。この場合における閏（じゅん）年の日を含む期間についても、365日当たりの割合で

　す。（地方税法等の改正により、変更になる場合があります。）

　　また、督促状が発行されて10日以内に完納されないときは、国税徴収法で規定する滞納処分をすることがあります。



特別徴収義務者所在地・名称変更届出書

年　　月　　日

年　　月　　日

清 須 市 長 様

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給
　
与
　
支
　
払
　
者

※
欄
は
︑  

届
出
書
に
お
い
て
記
入
す
る
必
要
が
あ
り
ま
せ
ん
︒

所 在 地

名　 称

代表者の
職 氏 名

特別徴収義務者

指　定　番　号

変更年月日

法人番号

係連絡者の係

及び氏名並

び に そ の

電 話 番 号

氏名

電話

〒

〒

〒

〒

〒

事　 項

送 付 先

所 在 地
（住 所)

変　　　　　更　　　　　前 変　　　　　更　　　　　後
フ リ ガ ナ

方　　書

フ リ ガ ナ

名　　称

電　　話

備　　考

フ リ ガ ナ

注 意　　　 所在地・方書・名称には誤読をさけるために必ずフリガナを振ってください。

※

処　理

事　項

1.現年度 2.新年度 3.両年度

○



特別徴収税額の納期の特例
承認申請書
取消届出書

年    月　　日

         提出     

（宛先）

 清須市長様

特別徴収義務

者の住所(居所)

又 は 所 在 地

〒

特別徴収義務者

の氏名又は法人

の 名 称 及 び

代表者の氏名

②

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

申
　
請
　
者

④

連 

絡 

先

③
特別徴収義務者
指　定　番　号

①

法人番号

承認の申請をする場合

取消の届出をする場合

係

氏　名

電　話

(1)現に市税の滞納があり、又は最近にお
いて著しい納入遅延の事実がある場合に
おいて、それがやむを得ない理由に因る
ものである時は、その理由の詳細を記入
してください。
(2)申請の日前１か年以内に納期の特例に
ついて、その承認を取り消されたことが
ある場合は、その有無及び年月日を記入
してください。

申請の日前６か月間の各月末の給

与の支払を受ける者の人員及び各

月の支給金額（外書は、臨時雇用

者にかかるもの）

１. 地方税法第321条の５の２及び清須市税条例第46条の３の規定により、特別徴収税額の納期の特例について承認の申請をします。

２. 清須市税条例第46条の４の規定により、特別徴収税額の納期の特例の取消の届出をします。  

                                    

特例の適用を受けようとする税額

特例の承認を取消届出する税額

特例の取消届出理由

承認の申請は、特例の適用を受けようとする月の20日までに提出をお願いします。

特例の取消を届出する場合は、速やかに提出してください。

年    月分以降の納期に係る市民税・県民税特別徴収税額

年    月分以降の納期に係る市民税・県民税特別徴収税額

１. 納期の特例の必要がなくなったため

２. 従業員等が10名以上になったため

３. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

年　　月
外　　　　　　　　　　 人
　　　　　　　　　　　 人

外　　　　　　　　　　 円
　　　　　　　　　　　 円

年　　月
外　　　　　　　　　　 人
　　　　　　　　　　　 人

外　　　　　　　　　　 円
　　　　　　　　　　　 円

年　　月
外　　　　　　　　　　 人
　　　　　　　　　　　 人

外　　　　　　　　　　 円
　　　　　　　　　　　 円

年　　月
外　　　　　　　　　　 人
　　　　　　　　　　　 人

外　　　　　　　　　　 円
　　　　　　　　　　　 円

年　　月
外　　　　　　　　　　 人
　　　　　　　　　　　 人

外　　　　　　　　　　 円
　　　　　　　　　　　 円

年　　月
外　　　　　　　　　　 人
　　　　　　　　　　　 人

外　　　　　　　　　　 円
　　　　　　　　　　　 円

受付印



申 請 に つ い て の 注 意 事 項

１．特別徴収税額の納期の特例の制度について

 (1)　この特例の適用を受けることができる特別徴収義務者は、その

　　者から給与の支払を受ける者の人数が常時10人未満である特別徴

　　収義務者です。

　　 (注)「常時10人未満」というのは、常に10人に満たないという

　　　ことであって、多忙な時期等において臨時に雇い入れた者があ

　　　るような場合には、その人数を除いた人数が10人未満であるこ

　　　とです。

 (2) (1)に該当する特別徴収義務者がこの特例の規定の適用を受けよ

　　うとする場合には、市長に申請し、その承認を受けなければなり

　　ません。

 (3)  この特例の承認を受けた場合には、次に掲げる期間中に支払っ

　　た給与及び退職手当等について特別徴収した特別徴収税額は、そ

　　れぞれ次に掲げる期限までに納入することになります。

(4)  納期の特例について承認を受けていた者は、その者から給与の

　 支払を受ける者が常時10人以上になった場合には、その旨を遅滞

　 なく市長に届けなければなりません。

　 ◎注意　滞納や著しい納入遅延がある場合、この特例の承認を受

　　　　 けられないことがあります。

　また、この承認を受けても、滞納したり、納入遅延をき

たしますと、この特例の承認を取り消されることがありま

す。

２．申請書の書き方

 (1)「②」欄には、申請者が個人である場合にはその住所若しくは居

    所及び氏名を、法人である場合には、本店又は主たる事務所の所

　　在地及び法人名並びに代表者氏名をそれぞれ記入してください。

　　ただし、申請にかかる事務所等の所在地が申請者の住所若しくは

　　居所又は本店若しくは主たる事務所の所在地と異なるときは、申

　　請に係る事務所等の所在地及び名称並びに特別徴収義務者指定番

　　号を記入してください。

 (2)「④」欄には、連絡先の係、氏名及び電話番号を記入してくださ

　　い。

 (3)「⑤」欄には、事業所の法人番号を記入してください。（個人事業主

　　の場合、記入の必要はありません。）

 (4)「⑥」欄には、特例の適用開始を希望する年月を記入してください。

 (5)「⑦」欄には、申請の日前６か月間の各月末の人員と各月の給与

　　の金額（賞与等の臨時の給与の金額を含みます。）を記入してく

　　ださい。この場合において、臨時の勤務者があるときは、その人

　　数を「人員」欄に、その支払金額を「金額」欄にそれぞれ外書し

　　てください。

 (6)「⑧」欄には、該当する場合に限り、必要事項を記入してください。

 (7)「⑨」欄には、特例の承認を取消する年月を記入してください。

期間 納期限

12月10日まで

翌年6月10日まで

６月から11月までの徴収税額分

12月から翌年５月までの徴収税額分



特 別 徴 収 切 替 依 頼 書

生年月日
明・大・昭

  平・令

受給者番号

◎次の納税者について、　 月分から特別徴収を希望します。

年　　月　　日

普 通 徴 収 の

年　  税  　額

納 付 済 税 額

納　　入　　書

円

円

要　・　不要

(第     期分まで)

受付印

年    月　　日

         提出     

特 

別 

徴 

収 

義 

務 

者

（宛先）

 清須市長様

所 在 地

〒

フ リ ガ ナ

住　　所

フ リ ガ ナ

氏　　名

通知番号

(注)

1. 既に納税通知書の納期限が過ぎている納期分については、特別徴収にすることはできません。

2. 徴収開始月については、原則としてこの依頼書の提出日の翌々月になります。

3. 「普通徴収の年税額」「納付済税額」「通知番号」については、納税通知書で確認のうえ記載してください。

4. 「法人番号」の欄には、特別徴収義務者の法人番号を記入してください。

名　　称

又　　は

代 表 者

特 別 徴 収 義 務 者

指　  定　  番  　号

法人番号

所　属

担　当

この依頼

書に応答

される方

(担当者) 電　話





給与支払報告

特 別 徴 収
に係る給与所得者異動届出用紙

1． この届は異動が生じた日の属する月の翌月10日までに提出してください。

2． 異動が生じた日の属する月の月割額まで徴収してください。

3． 退職により異動を生じた場合は、本人に了解のうえ、未徴収税額をなるべく一括徴収

    してください。

　  なお、１月１日から４月30日までの間に退職した人に未徴収税額がある場合は、一括

    徴収することが義務づけられていますので、必ず一括徴収してくださるようお願いい

    たします。

4． 書類が不足する場合は、コピーして使用してください。

5． 平成29年１月１日以後に給与の支払を受けなくなった者に係る届出から個人番号（マ

    イナンバー）の記載が必要となります。



給与支払報告
特 別 徴 収に係る給与所得者異動届出書

１
「
宛
名
番
号
」
の
欄
に
は
、
特
別
徴
収
税
額
通
知
書
に
記
載
さ
れ
た
宛
名
番
号
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

２
転
勤
、
再
就
職
等
に
よ
り
異
動
後
の
勤
務
先
で
引
き
続
き
特
別
徴
収
を
行
う
場
合
に
は
、
前
勤
務
先
で
上
段
の
事
項
を
記
入
し
、
新
勤
務
先

　
に
回
付
願
い
ま
す
。
新
勤
務
先
で
は
、
中
段
（
１
．
特
別
徴
収
継
続
の
場
合
）
の
事
項
を
記
入
し
、
必
要
の
手
続
き
を
済
ま
せ
た
う
え
で
、

　
一
月
一
日
現
在
の
住
所
地
（
課
税
地
）
の
市
区
町
村
長
に
送
付
し
て
く
だ
さ
い
。

３
給
与
支
払
者
の
「
法
人
番
号
」(

個
人
事
業
主
に
あ
っ
て
は
「
個
人
番
号
」) 

及
び
給
与
所
得
者
の
「
個
人
番
号
」
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

※処理事項

入力 確認

１月１日から４月３０日までの間に退職した者に未徴収がある場合は、一括徴収することが義務づけられています。

注
意

※

右
づ
め
で
必
ず
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

この用紙5枚

令和　　 年 　 月  　日提出

清 須 市 長 殿

給
　
与
　
所
　
得
　
者

所　在　地

所　在　地

法 人 番 号

徴収予定月日
　　徴収予定額
（上記(ウ)と同額）

月　　　日

 (
)

給 

与 

支 

払 

者

新
し
い
勤
務
先

理
　
由

※

市
町
村
記
入
欄

氏名又は名称

氏名又は名称

1. 異動が令和　　年12月31日までで、一括徴収の申出があったため

2. 異動が令和　　年１月１日以降で、特別徴収の継続の申出がないため

←個人番号の記載に当たっては、
　左端を空欄とし右詰めで記載

特 別 徴 収 義 務 者
指 　 定 　 番 　 号

特別徴収義務者
指　定　番　号

※ 年 度 1. 現年度　　 2. 新年度　　 3. 両年度

連
　
絡
　
先

担
　
当
　
者

担
当
者
連
絡
先

所  属

宛　名　番　号

氏　名

電　話

所
属

氏
名

電
話

内線(　　　　)

受給者番号

1.必要　2.不要納入書の要否
（新規の場合のみ記載）内線(　　　　)

氏　  名

生年月日 年　　　月　　　日

個人番号

 １月１日
現在の住所

異 動 後
の 住 所

受給者番号

姓 名

月から

月まで

年
　
月
　
日

徴収済額 未徴収税額 異　　　動
年　月　日

異　動　の　事　由

新しい勤務先へは、月割額　　　　　　　円を

　　　月分（翌月１０日納入期限分）から

徴収し、納入するよう連絡済みです。

(本 人 納 付)

異 動 後 の 未 徴 収
税 額 の 徴 収 方 法

右から
番号を
 記入

事由・理由

 (
)

特別徴収税額
(年　税　額)

1. 退　　　　　　職
2. 転　　　　　　勤
3. 休　 職・長　 欠
4. 死　　　　　  亡
5. 支払少額・不定期
6. 合　 併・解　 散
7. そ　   の　   他

1.　特別徴収継続

2.　一 括 徴 収

3.　普 通 徴 収

1. 特別徴収継続の場合

2. 一括徴収の場合

　個人番号
又は法人番号

月から

月まで

左記の一括徴収した税額は、

　　　月分（翌月１０日納入期限分）で

納入します。

右から
番号を
 記入

右から
番号を
 記入

右から
番号を
 記入

新規

理
　
由

1. 異動が令和　　年12月31日までで、一括徴収の申出がないため

2. 令和　　年５月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額(ウ)以下であるため

3. 死亡による退職であるため

3. 普通徴収の場合

右から
番号を
 記入


